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Ⅰ 平成２７年第３回県議会定例会提出議案等一覧

（予 算）

１ 平成27年度茨城県一般会計補正予算（第２号）

２ 平成27年度茨城県病院事業会計補正予算（第１号）

３ 平成27年度茨城県工業用水道事業会計補正予算（第１号）

４ 平成27年度茨城県地域振興事業会計補正予算（第１号）

５ 平成27年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算（第１号）

（条例その他）

１ 職員の退職手当に関する条例及び職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例

２ 水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例の一部を改正する条例

３ 茨城県県営住宅条例の一部を改正する条例

４ 茨城県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

５ 県有財産の売却処分について（旧小川高等学校敷地等）

６ 県有財産の売却処分について（畜産試験場跡地）

７ 県有財産の売却処分について（桜の郷住宅用地）

８ 財産の出資について

９ 県が行う建設事業等に対する市町の負担額について

１０ 国及び県等が行う土地改良事業に対する市町村の負担額について

１１ 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について

１２ 工事請負契約の締結について（次期処分場護岸築造工事（既設その２ ））

１３ 工事請負契約の締結について（次期処分場ケーソン製作工事（その１ ））

１４ 工事請負契約の締結について（次期処分場ケーソン製作工事（その２ ））

１５ 和解について

１６ 平成26年度茨城県公営企業会計に係る利益積立金の目的外使用について

１７ 平成26年度茨城県公営企業会計に係る資本剰余金の処分及び資本金の額の減少について

１８ 平成26年度茨城県公営企業会計に係る利益の処分について

（認 定）

１ 平成26年度茨城県公営企業会計決算の認定について

（報 告）

１ 地方自治法第179条第１項の規定に基づく専決処分について
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Ⅱ 平成２７年度９月補正予算案の概要

１ 基本的な考え方

・ 震災発生から４年余りが経過し、被災したインフラ等の復旧については一部を除き完了
したところであり、本格的な復興に向けて全力で取り組んでいるところ。

・ また、先般公表された４～６月期ＧＤＰ速報では、実質成長率は年率換算で１．６パー
セントの減と３四半期ぶりにマイナス成長となったが、経済財政政策担当大臣によると、
「景気は緩やかに回復していくことを見込んでいる」とのことであり、今後の景気の動向
について注意深く見守っていく必要がある。

・ こうしたなか、今回の補正予算は、東日本大震災からの復興に引き続き取り組むととも
に、医療や介護・子育てに係る環境の充実を図るほか、Ｇ７茨城・つくば科学技術大臣会
合開催への対応など緊急性が高い課題への対応のため、必要な事業を計上した。

・ 今回の補正予算の財源は、国庫支出金や基金からの繰入金のほか、県債等を活用すると
ともに 震災復興特別交付税を充当し そのほか 所要の一般財源については 繰越金 約、 、 、 、 （
４５５百万円）を活用した。

２ 補正予算の規模

・ 一般会計 ６９億２７百万円 (補正後 １兆１，６８２億９３百万円)

・ 特別会計 －百万円 (補正後 ３，３３７億 円)

・ 企業会計 ２６億 ４百万円 (補正後 １，２４４億 ６百万円)

合計 ９５億３１百万円 (補正後 １兆６，２６３億９９百万円)

※ ９月補正後一般会計予算の前年度予算に対する伸び率 ＋５．８％

○予算の比較（一般会計） （百万円、％）

区 分 Ｈ２６ Ｈ２７ 前年度比

当初予算 １，０９０，３９８ １，１６１，３４３ １０６．５

５月専決後 １，０９４，５４５ １，１６１，３６６ １０６．１

９月補正 ９，４９９ ６，９２７ ７２．９

補 正 後 計 １，１０４，０４４ １，１６８，２９３ １０５．８

○東日本大震災関連予算の推移（一般会計）

区 分 予 算 額 区 分 予 算 額

平成２２年度 Ａ ５，３２０ 平成２６年度 Ｅ １０６，５７４

平成２３年度 Ｂ ２０４，４５６ 平成２７年度 Ｆ １３２，１１１

平成２４年度 Ｃ １０４，８２９ 当初予算 １３０，５３９

平成２５年度 Ｄ １００，９１８ ９月補正 １，５７２

累計 （Ａ～Ｆ） ６５４，２０８
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（百万円）３ 主な事業

（１）東日本大震災からの復興などの社会資本の整備（公共）

①復興関係（約１６億円）

・ 緊急輸送対策強化事業 ９７８

（復興みちづくりアクションプランに基づく緊急輸送道路等の整備）

・事業箇所：道路改良 １７箇所

・ 港湾建設事業 ４９５

（常陸那珂港区中央ふ頭地区における保安施設の整備）

・整備内容：フェンス、照明、カメラ等

②その他社会資本整備（約２１億円）

・ 地方道路整備事業 ９８３

（道路の安全性確保のための緊急輸送道路等の路面の舗装修繕）

・事業箇所：路面再生 ５０箇所（国補公共３１箇所、県単公共１９箇所）

・ 治水直轄事業負担金 ６３０

（利根川沿川の洪水被害軽減対策のための樋管改築等）

・事業箇所：利根川ほか ８箇所

・ 通学路安全対策事業 １９５

（通学路の歩道設置など交通安全施設等の整備）

・事業箇所：道路改良・交通安全施設 １１箇所

（２）医療や介護、子育てに係る環境の充実

①地域医療介護総合確保基金関係

拡 地域医療介護総合確保基金積立金 ３７３

（国内示に伴う積み増し）

・積 立 額： 介護分）３７３百万円（補正後：４，１１１百万円）（

・対象事業：病床の機能分化・連携、在宅医療の推進、介護施設等の整備、

医療従事者・介護従事者の確保

・負担割合： 国２／３、県１／３）（

拡 地域密着型老人福祉施設整備推進事業 ４６８

（住み慣れた地域での介護サービスを行うための小規模特別養護老人ホームの整備等に

対する支援）

・整備内容：小規模特別養護老人ホーム等：４施設（補正後：１４施設）

特養多床室プライバシー保護改修：６施設、ユニット化改修：１施設

・補助単価：小規模特養：４１２万円／床、プライバシー保護改修：７０万円／床、

ユニット化改修：２１９万円／床
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拡 老人福祉施設開設準備経費助成事業 ３３８

（施設開設前の職員雇用経費等に対する支援）

・補助対象：施設開設前６か月間の職員雇用経費、初度調弁費

・施 設 数：特別養護老人ホーム等：１３施設（補正後：３６施設）

・補助単価：６１８千円／定員

新 回復期病床整備促進事業 １９９

（在宅復帰の支援やリハビリを行う回復期病床の整備に対する支援）

・補助対象：医療機関が行う回復期病床の増に係る新築・増築・改修経費

・整 備 数：１２０床

・補 助 額：３，２１４千円／床×１／２

②その他

拡 安心こども支援事業 ３５８

（健やかこども基金を活用した保育所等の整備に対する支援）

・補助対象：民間保育所、認定こども園の整備等

・施 設 数：４施設（補正後：３８施設）

・主な補助率： 健やかこども基金１／２ 、市町村１／４、事業主体１／４（ ）

新 認定こども園等教育支援体制整備事業 ９７

（ ）認定こども園及び私立幼稚園における教育の質の向上のための環境整備等に対する支援

・補助対象：環境整備（遊具、運動用具、教具、保健衛生用品等）及び研修

・施 設 数：認定こども園：１０９園、私立幼稚園：３５園

・補 助 率：認定こども園： 国１／２ 、事業主体１／２（ ）

私立幼稚園： 国１／３ 、事業主体２／３（ ）

新 睡眠医療体制整備事業（病院事業会計） ４８

（睡眠医療を行う「こころの医療センター付属診療所（仮称 」の開設準備経費））

・設置場所：水戸市内（トモスみとビル医療モール（予定 ））

・診療機能：睡眠時無呼吸症候群の検査及び治療等

・スケジュール：平成２７年度：内装工事、運営体制整備

平成２８年度：開設目標

（３）Ｇ７茨城・つくば科学技術大臣会合への対応

新 Ｇ７茨城・つくば科学技術大臣会合開催・準備事業 ４６

（来年５月に開催されるＧ７茨城・つくば科学技術大臣会合の開催に向けた準備経費等）

・開 催 日：平成２８年５月１５日（日）～１７日（火）

・開催場所：つくば国際会議場

・参加予定国： 主要国）日本ほか６か国１地域（アウトリーチ国）５か国程度（

・スケジュール：

平成２７年度：開催準備（推進協議会設立、広報、大使等視察対応等）

平成２８年度：本体会合（レセプション、フォーラム、展示会、科学技術関連施設

視察等をあわせて開催）
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新 Ｇ７茨城・つくば科学技術大臣会合警備対策事業 ８

（サイバー攻撃対策や交通規制のための資機材整備）

拡 つくば国際会議場修繕事業 ６

（大臣会合の開催場所となるつくば国際会議場の修繕等）

（４）その他

新 つくば明野北部（田宿地区）土地造成事業（地域振興事業会計） ２，４３６

（企業の進出ニーズを踏まえて実施する新規工業団地造成事業）

・事業内容：土地造成に係る用地取得、調査設計、造成工事等の実施

・事業期間：平成２７～２９年度

拡 空港就航対策利用促進事業 １８

（国内定期路線維持に向けた運航コスト低減のための支援）

・補助対象：茨城空港の国内定期便に係る着陸料

・補 助 率：１／２

新 農林水産物地域ブランド力向上緊急支援事業 ５２

（地方創生先行型の交付金を活用した新商品開発や販売促進等に対する支援）

・補助対象：新商品の開発、産地改革コンシェルジュの設置、施設・機械の整備等

・事業主体：ＪＡ、生産団体等

・補 助 率：新商品の開発等：定額、施設・機械の整備：１／２

公共事業（再掲） ３，７４２・

・ 国補公共事業 ３，０２８

（道路、港湾などの復興関連事業及び治水直轄事業負担金等の増額）

［道 路：１，７９１］国道３５４号（坂東市 、国道２４５号（水戸市ほか）ほか）

［港 湾： ４９５］常陸那珂港区

［漁 港： ９９］波崎漁港ほか

［直轄事業： ６４３］治水（龍ケ崎市 、港湾（常陸那珂港区））

※下線は東日本大震災からの復興事業

・ 県単公共事業 ７１４

（道路、河川、治山など防災・減災対策及び通学路安全対策等の増額）

［危険箇所対策：２０９］通学路除草等（那珂市ほか 、流下阻害対策（筑西市ほか 、） ）

船だまりの維持浚渫（鹿島港）ほか

［交通安全対策：１９５］通学路歩道整備（北茨城市、桜川市ほか）ほか

［防災・減災：１１０］河道掘削（茨城町 、冠水対策（常総市）ほか）

［路面再生等：２００］路面の舗装修繕（結城市ほか 、交差点整備（つくば市））
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

県 税 ３５６，９６６ － ３５６，９６６

地 方 消 費 税 清 算 金 ９０，０１９ － ９０，０１９

地 方 譲 与 税 ５２，２１５ － ５２，２１５

地 方 特 例 交 付 金 ９１８ － ９１８

地 方 交 付 税 １９９，６８８ ７５４ ２００，４４２

交通安全対策特別交付金 ９８３ － ９８３

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，９３１ １３ ８，９４４

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，７９４ － １５，７９４

国 庫 支 出 金 １３６，５７８ １，９８２ １３８，５６０

財 産 収 入 ２，８７３ － ２，８７３

寄 附 金 ３４ － ３４

繰 入 金 ２８，６１０ ２，１８２ ３０，７９２

繰 越 金 ５２３ ４５５ ９７８

諸 収 入 １２１，９４２ － １２１，９４２

県 債 １４５，２９２ １，５４１ １４６，８３３

計 １，１６１，３６６ ６，９２７ １，１６８，２９３
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

議 会 費 １，６６１ － １，６６１

総 務 費 ３６，４４０ ４６ ３６，４８６

企 画 開 発 費 １７，９１８ ５７ １７，９７５

生 活 環 境 費 １２，５７５ ６５１ １３，２２６

保 健 福 祉 費 １９３，３４９ １，９８０ １９５，３２９

労 働 費 ５，９７９ － ５，９７９

農 林 水 産 業 費 ４８，８２０ ４３２ ４９，２５２

商 工 費 ９８，１３３ ２８ ９８，１６１

土 木 費 １３２，２８６ ３，６２８ １３５，９１４

警 察 費 ６０，６８７ ８ ６０，６９５

教 育 費 ２８０，７９６ ９７ ２８０，８９３

災 害 復 旧 費 ３，７２７ － ３，７２７

公 債 費 １４７，４６３ － １４７，４６３

諸 支 出 金 １２１，３８２ － １２１，３８２

予 備 費 １５０ － １５０

計 １，１６１，３６６ ６，９２７ １，１６８，２９３
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６ 特別会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

競 輪 事 業 １２，２３８ － １２，２３８

公 債 管 理 １９２，７６８ － １９２，７６８

市 町 村 振 興 資 金 １，１６３ － １，１６３

鹿島臨海工業地帯造成事業 １，８８６ － １，８８６

母子・父子・寡婦福祉資金 ２６３ － ２６３

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，５８０ － ２，５８０

中 小 企 業 事 業 資 金 ２，３９５ － ２，３９５

農 業 改 良 資 金 ９６ － ９６

林業・木材産業改善資金 １０３ － １０３

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２ － ７２

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 － － －

港 湾 事 業 ３８，７８４ － ３８，７８４

８１，３５２ － ８１，３５２都市計画事業土地区画整理事業

計 ３３３，７００ － ３３３，７００

７ 企業会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

病 院 事 業 ３１，１９０ ４８ ３１，２３８

水 道 事 業 ３３，９１５ － ３３，９１５

工 業 用 水 道 事 業 ２５，８６３ － ２５，８６３

地 域 振 興 事 業 ３，３３７ ２，４３６ ５，７７３

鹿 島 下 水 道 事 業 ４，１９０ １２０ ４，３１０

流 域 下 水 道 事 業 ２３，３０７ － ２３，３０７

計 １２１，８０２ ２，６０４ １２４，４０６
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Ⅲ 債務負担行為一覧

［企業会計］

（新規）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

那珂川工業用水道事業 那珂川工業用水道事業の運転管理業務等に 自 平成28年度

運転管理業務委託契約 係る委託契約を締結する。 至 平成30年度 216,417千円

県 央 広 域 工 業 用 県央広域工業用水道事業の運転管理業務等 自 平成28年度

水道事業運転管理 に係る委託契約を締結する。 至 平成30年度 158,124千円

業 務 委 託 契 約

つ く ば 明 野 北 部 つくば明野北部（田宿地区）土地造成事業 自 平成28年度

（田宿地区）土地造成事業 の用地取得及び造成事業に係る委託契約を締 至 平成29年度 3,200,000千円

造成関連業務委託契約 結する。
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Ⅳ 条例その他の議案の概要

議 案 内 容

改正の内容（人事課）

職員の退職手当に関する条例及

地方公務員等共済組合法等の一部改正に伴い，引用法令を改び職員の再任用に関する条例の一

めるもの部を改正する条例

地方公務員等共済組合法等の一 「地方公務員等共済組合法第84条第２項」

部改正に伴い，所要の改正をしよ →「厚生年金保険法第47条第２項」等

うとするものである。

（施行日 公布の日）

改正の内容（環境対策課）

水質汚濁防止法に基づき排水基

(1)排水基準を定める省令の一部改正により,カドミウム及び準を定める条例の一部を改正する

その化合物に係る排水基準が条例で定める上乗せ基準より条例

厳しくなったことに伴い，当該上乗せ基準を削除する。

排水基準を定める省令の一部改

正等に伴い，所要の改正をしよう ※カドミウム及びその化合物に係る排水基準

とするものである。 改正後 改正前

（条例） － （条例）0.05ﾐﾘｸ゙ﾗﾑ/ﾘｯﾄﾙ

（省令）0.03ﾐﾘｸ゙ﾗﾑ/ﾘｯﾄﾙ （省令）0.1ﾐﾘｸ゙ﾗﾑ/ﾘｯﾄﾙ

(2)その他所要の改正

（施行日 公布の日）

改正の内容（住宅課）

茨城県県営住宅条例の一部を改

福島復興再生特別措置法の一部改正に伴い，引用条項を移動正する条例

するもの

福島復興再生特別措置法の一部

改正に伴い，所要の改正をしよう 「第30条」→「第40条」

とするものである。

（施行日 公布の日）
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議 案 内 容

改正の内容（経営管理課）

茨城県病院事業の設置等に関す

(1)施設の概要（現行）る条例の一部を改正する条例

・名 称：茨城県立こども病院

県立こども病院の地方自治法に ・位 置：水戸市双葉台

基づく指定管理者による管理につ ・指定管理者：社会福祉法人恩賜財団済生会

， ，いて 利用料金制を導入するため

所要の改正をしようとするもので (2)利用料金制の導入

（ ） 。ある。 利用料金 診療料 を指定管理者の収入として収受させる

（施行日 平成28年４月１日外）

売却する財産の内容（管財課）

県有財産の売却処分について

(1)不動産の表示

公共用地等として，小美玉市小 ・土地

川字毘沙門650番ほか７筆の土地 小美玉市小川字毘沙門650番ほか７筆

及び建物13棟を売却しようとする 面積 52,936.45㎡

ものである。 ・建物

鉄筋コンクリート造陸屋根４階建ほか12棟

延床面積 9,184.28㎡

(2)売却予定価格

336,800,000円

(3)売却処分先

小美玉市堅倉835番地

小美玉市長 島田 穣一

売却する財産の内容（事業推進課）

県有財産の売却処分について

(1)不動産の表示

事業用地として，笠間市平町字 ・笠間市平町字原1877番３

原1877番３の土地を売却しようと ・土地 90,400.00㎡

するものである。 (2)売却予定価格

2,124,400,000円

(3)売却処分先

兵庫県尼崎市竹谷町二丁目183番地

株式会社ＭｏｎｏｔａＲＯ（モノタロウ）

代表執行役社長 鈴木 雅哉
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議 案 内 容

売却する財産の内容（長寿福祉課）

県有財産の売却処分について

(1)不動産の表示

住宅用地として，東茨城郡茨城 ・東茨城郡茨城町桜の郷3355番ほか40筆

町桜の郷3355番ほか40筆の土地を ・土地 29,922.49㎡

売却しようとするものである。 (2)売却予定価格

285,460,000円

(3)売却処分先

水戸市藤が原三丁目21番1

桜の郷住宅事業者向け分譲事業共同企業連合体

代表者 合同会社あおぞら不動産販売

代表社員 中村 茜

議案の内容（つくば地域振興課）

財産の出資について

地方自治法第96条第１項第６号の規定に基づく議決

筑波都市整備株式会社の持株会 (1)出資の目的とする財産

社制への移行に伴い，同社に対し ・筑波都市整備株式会社株券

保有する株式を出資の目的とする ・数量 886,300株

ことについて，地方自治法の規定 (2)出資の相手方

に基づき，議決を求めようとする ・株式会社新都市ライフ

ものである。 ・取得株式数 171,055株

（筑波都市整備株式会社の持株会社制への移行に伴い，同社

の株式と親会社である株式会社新都市ライフの株式を交換

するもの）

（参考）

筑波都市整備株式会社

・設立年月日：昭和48年９月28日

，・事業概要：商業施設の運営及び公園・道路等の維持管理

熱供給事業の実施等

株式会社新都市ライフ

・設立年月日：昭和53年12月25日

・事業概要：商業施設の開発及び管理運営等

議案の内容（林業課，水産振興課）

県が行う建設事業等に対する市

地方財政法第27条の規定に基づく市町の負担額町の負担額について

（単位：千円）

平成27年度において県が行う広 事 業 名 負担額 備 考

域漁港整備事業等に対する市町の 林 道 事 業 50,000 常陸太田市外１町

負担について，地方財政法の規定 漁 港 事 業 186,027 ひたちなか市外３市

に基づき，その額を定めようとす 計 236,027

るものである。
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議 案 内 容

議案の内容（農地整備課）

国及び県等が行う土地改良事業

地方財政法第27条，土地改良法第90条，91条及び独立行政法に対する市町村の負担額について

人水資源機構法第26条の規定に基づく市町村の負担額

平成27年度において国及び県等 （単位：千円）

が行う土地改良事業に対する市町 事 業 名 負担額 備 考

村の負担について，土地改良法等 国 営 170,247 稲敷市外14市町

の規定に基づき，その額を定めよ 県 営 760,586 水戸市外37市町村

うとするものである。 水 資 源 機 構 営 108,909 土浦市外12市町

計 1,039,742

議案の内容（監理課）

県が行う建設事業等に対する市

地方財政法第27条及び下水道法第31条の２の規定に基づく市町村の負担額について

町村の負担額

平成27年度において県が行う河 （単位：千円）

川事業等に対する市町村の負担に 事 業 名 負担額 備 考

ついて，地方財政法等の規定に基 河 川 事 業 40,570 日立市外14市町

づき，その額を定めようとするも 港 湾 事 業 235,550 日立市外３市町村

のである。 下 水 道 事 業 447,707 水戸市外29市町村

計 723,827

請負契約の内容（港湾課）

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 次期処分場護岸築造工事（既設その２）

（ ）県単常臨・県単常整（合併）次 (2)工事箇所 ひたちなか市長砂地先 茨城港常陸那珂港区

期処分場護岸築造工事（既設その (3)工事内容 護岸築造工事（Ｌ＝300ｍ）

２）について請負契約を締結しよ (4)工 期 平成27年10月～平成31年３月

うとするものである。 (5)請負契約額 4,363,200,000円

(6)契約の相手方

ひたちなか市山崎94番

東洋・株木・秋山特定建設工事共同企業体

代表者 東洋建設株式会社

代表取締役社長 武澤 恭司

代理人 茨城営業所長 平野 徹

請負契約の内容（港湾課）

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 次期処分場ケーソン製作工事（その１）

（ ）県単常臨・県単常整（合併）次 (2)工事箇所 ひたちなか市長砂地先 茨城港常陸那珂港区

期処分場ケーソン製作工事（その (3)工事内容 ケーソン製作工事（Ｎ＝４函）

１）について請負契約を締結しよ (4)工 期 平成27年10月～平成28年８月

うとするものである。 (5)請負契約額 1,000,944,000円

(6)契約の相手方

神奈川県横浜市鶴見区末広町二丁目１番地

ＪＦＥエンジニアリング・菅原建設特定建設工事共同

企業体

代表者 ＪＦＥエンジニアリング株式会社

代表取締役社長 狩野 久宣
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議 案 内 容

請負契約の内容（港湾課）

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 次期処分場ケーソン製作工事（その２）

（ ）県単常臨・県単常整（合併）次 (2)工事箇所 ひたちなか市長砂地先 茨城港常陸那珂港区

期処分場ケーソン製作工事（その (3)工事内容 ケーソン製作工事（Ｎ＝５函）

２）について請負契約を締結しよ (4)工 期 平成27年10月～平成28年８月

うとするものである。 (5)請負契約額 934,200,000円

(6)契約の相手方

千葉県千葉市美浜区中瀬二丁目６番地１

三井・鈴縫特定建設工事共同企業体

代表者 三井造船鉄構エンジニアリング株式会社

代表取締役社長 松田 篤

和解の概要（特別支援教育課）

和解について

(1)事故発生日時 平成24年12月20日（木）午前10時40分頃

県立水戸特別支援学校で発生し (2)事故発生場所 水戸市吉沢町3979番地

た授業中の事故について，一部を 県立水戸特別支援学校内

和解しようとするものである。 (3)事故概要

県立水戸特別支援学校の教員が，自立活動の授業で児童

に対し左脚のストレッチを実施した際，児童が左脚大腿部

を骨折した事故

(4)損害賠償額 626,970円

議案の内容（企業局総務課)

平成26年度茨城県公営企業会計

平成26年度茨城県地域振興事業会計に係る利益積立金を取りに係る利益積立金の目的外使用に

崩し，利益剰余金に振り替えようとするものついて

地方公営企業法施行令第24条第 ・取崩額 3,001,800円

２項の規定に基づき，茨城県地域

振興事業会計の利益積立金を取り

崩し，利益剰余金に振り替えよう

とするものである。

議案の内容（企業局総務課)

平成26年度茨城県公営企業会計

平成26年度茨城県地域振興事業会計に係る資本剰余金の処分に係る資本剰余金の処分及び資本

及び資本金の額の減少をし，利益剰余金に振り替えようとする金の額の減少について

もの

地方公営企業法第32条第３項及 （単位：円）

び第４項の規定に基づき，茨城県 区 分 利益剰余金

地域振興事業会計の資本剰余金の 当年度末残高 ① △3,874,169,903

処分及び資本金の額の減少をしよ 資本剰余金の処分 ② 1,880,000,000

うとするものである。 資本金の減少 ③ 1,994,169,903

処分後残高 ①－（②＋③） -
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議 案 内 容

議案の内容（ ， ，企業局総務課 経営管理課 下水道課)

平成26年度茨城県公営企業会計

平成26年度公営企業会計に係る利益の処分に係る利益の処分について

(1)茨城県水道事業会計

地方公営企業法第32条第２項の 処分額 27,391,757,270円

規定に基づき，茨城県水道事業会 (2)茨城県工業用水道事業会計

計外５会計の利益の処分をしよう 処分額 28,833,906,145円

とするものである。 (3)茨城県地域振興事業会計

処分額 63,181,978円

(4)茨城県病院事業会計

処分額 488,444,645円

(5)茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計

処分額 430,698,751円

(6)茨城県流域下水道事業会計

処分額 680,372,822円

Ⅴ 認定事項

事 項 内 容

平成26年度公営企業会計決算平成26年度茨城県公営企業会計

(1)茨城県水道事業会計決算の認定について

(2)茨城県工業用水道事業会計

地方公営企業法第30条第４項の (3)茨城県地域振興事業会計

規定に基づき，茨城県水道事業会 (4)茨城県病院事業会計

計外５会計の決算を監査委員の意 (5)茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計

見を付けて認定に付そうとするも (6)茨城県流域下水道事業会計

のである。

Ⅵ 報告事項

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの

事 項（専決処分年月日） 内 容

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（平成27年８月18日専決処分） (1)事故発生日時 平成27年１月20日（火）午前７時20分頃

(2)事故発生場所 鹿嶋市宮下四丁目６番５号地先県道上

交通事故について，和解しよう （県道茨城鹿島線)

とするものである。 (3)事故概要

普通特種自動車で出張途中，交差点で右側から進行して

きた相手車両と衝突した事故（鹿嶋警察署所属）

(4)損害賠償請求額 510,073円
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事 項（専決処分年月日） 内 容

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（平成27年８月19日専決処分） (1)事故発生日時 平成27年１月21日（水）午後２時35分頃

（ ）(2)事故発生場所 那珂市豊喰83番地１地先国道上 国道118号

交通事故について，和解しよう (3)事故概要

とするものである。 普通乗用自動車で出張途中，国道上で相手車両と衝突し

た事故（大宮警察署所属）

(4)損害賠償額 3,672,297円

(うち3,626,297円は 日新火災海上保険株式会社からの支払)，
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